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はじめに 

このマニュアルは、合同会社 Becomingへの相談・苦情を適切に解決するために必要な対応手順

及び留意事項を定めるものである。このマニュアル によって、利用者やその家族等が、サービ

スに対する満足度を高め、安心してサービスを 受けることができる環境を整えることにより、

利用者等の権利の擁護とサービスの提供者 としての信頼及び適正性の確保を図ることを目的と

する。  

 

Ⅰ 苦情・対応の体制 

１．苦情の受付： 

苦情受付担当者は、利用者や家族等からの苦情を随時受け付ける。また、苦情担当者の不在時に

は、他の全ての職員が受け付けることができる。その場合、速やかに苦情受付担当者へ連絡し、

状況を正確に報告する。  

苦情受付担当者は、苦情受付に際し、次の事項を「苦情受付・経過記録書」に記録し、その内容

について申出人に確認する。  

①苦情の内容・希望等（なにが、いつ、どこで、だれが、どのように） 

②苦情受付担当者は、苦情の事実が発生した時点で、受け付けた苦情を苦情解決責任者へ報告す

る。 

２．苦情受付担当者： 

・こども・生活ソーシャルサポートセンターBecoming 管理者 

・ハーフアステップ Becoming 管理者 

・相談支援 Becoming 管理者 

３．苦情解決責任者： 

統括責任者として、苦情解決責任者を設置する。苦情解決責任者は、苦情内容を確認し、運営会

議を招集し、報告を行うとともに苦 情の直接原因の調査、分析を行い、解決策を検討する。苦

情解決責任者は、協議の上、対処者を決定し、申出人との話し合いによる原因報告 解決策の提

示により苦情解決を行う。 

苦情解決責任者：代表 福田 浩 

４．苦情解決の記録： 

記録 報告 苦情解決や改善を重ねることにより、サービの質が高まり、運営の適正化が確保さ

れる。これらを実行あるものとするため、記録と報告を積み重ねるようにする。 苦情に関する

記録は、苦情受付担当者が苦情受付をする。苦情対応者が解決までの経過と結果について「苦情

受付・経過記録書」に記録する。記録は２年間保存しなければならない。  

 

 



５．苦情対策運営会議の設置：・ 

苦情対策運営会議を設置し、苦情に関する調査や解決策の検討を行う。委員会の構成は、苦情解

決責任者、苦情受付担当者の他支援に携わるすべての職員により構成すること。  

（苦情処理の対応・手順）  

❒苦情・相談の受付・苦情受付担当者は、利用者やその家族等から苦情又は相談を随時受付ける。 

❒担当者が不在時は、他の全ての職員が受付けることができる。 

その場合、速やかに担当者に連絡し、状況を正確に報告する。 

苦情又は相談を受付けた際その内容を記録し、その内容を利用者等に確認する。  

 

苦情受付の報告・確認  

❒苦情又は相談を受付けた者は、全ての内容を速やかに苦情解決責任者へ報告する。投書など匿

名の苦情についても、責任者に報告し、必要な対応を行う。  

 

解決に向けた取り組み  

❒原則として責任者が誠意をもって原因・背景・改善について話し合い、解決に努めるものとす

る。  

❒話し合いの結果や改善事項等の記録と確認を行う。  

❒第三者委員への相談 本事業所に対するご意見・苦情を相談することができる 

 

苦情対応の記録・報告 

❒苦情受付から解決・改善までの経過と結果について記録を作成する。  

解決の結果については、サービスの信頼性を向上するため個人情報に関するものを除き対応方法

を含めた結果報告を行う。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【苦情・相談等の受付機関】 

❒事業所の窓口： 

合同会社 Becoming 

所在地：姶良市鍋倉１６２番地 

電話番号：０９９５－５６－８９９０ 

受付時間：月～金曜日 １０：００～１７：００  

❒行政機関その他苦情受付機関： 

受付機関名・電話番号： 

姶良市市役所担当窓口 ０９９５－６６－３１１１ 

姶良市長寿障害福祉課 ０９９５－６６－３２５１ 

霧島市長寿障害福祉課 ０９９５－５６－０９９５ 

県障害福祉課 ０９９５－２８６－２７４９ 

鹿児島県社会福祉協議会「福祉サービス運営適正化委員会」０９９－２８――２２００ 

 

           

附 則  

この規定は２０２１（令和３）年４月１日より施行する 

この規定は２０２４（令和６）年４月１日より施行する 


